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災害による半壊以上の被害を受けた住家に対する応急修理制度は，避難所の早期解消，応急仮設住宅・

災害公営住宅の需要抑制等につながりうる制度である．しかし，熊本県益城町において筆者らが実施した

応急仮設住宅居住の半壊世帯へのインタビュー調査から熊本地震における制度の利用実態や様々な課題が

明らかになった．具体的には，修理を検討しなかった世帯の存在や半壊世帯が仮設住宅入居の対象になっ

たことが住民の修理意向を弱める要因の一つとなった，等である．そこで本研究では住民の住宅復旧選択

に着目し，その実態を益城町が実施した郵送調査データより集計的に明らかにする．次に熊本県へインタ

ビュー調査を実施し，半壊世帯が仮設住宅入居対象になった経緯や応急修理制度の業務上発生した課題や

その実態を明らかにする．  
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1. はじめに 

 

(1)  研究の背景と目的 

2016年 4月に発生した熊本地震における被災者支援の

制度運用の特徴の一つに，半壊世帯であっても自宅を解

体すれば仮設住宅に入居可能となったことが挙げられる．

熊本地震以前の制度では，半壊世帯は仮設住宅に入居で

きなかったため，応急修理制度 1)等を利用した自宅の修

理再建が想定される．しかし，熊本地震では修理が可能

であった半壊家屋も解体され，応急修理制度は利用され

ず仮設住宅の入居者が増えていた可能性が指摘できる．

この点を問題意識として，筆者らは震源となった熊本県

益城町を対象として益城町が実施した郵送調査の基礎分

析や仮設住宅に入居した半壊世帯と益城町役場へのイン

タビュー調査から，熊本地震における応急修理制度の利

用実態を明らかにするとともに，制度利用上生じている

課題の整理 2)を行った．具体的には，応急修理制度に対

する住民の低い認知度や修理を検討しなかった世帯の存

在，半壊世帯を含めた仮設住宅入居要件の拡大が住民の

修理の意向を弱めた要因の一つとなったこと，住民と行

政職員の間に応急修理制度に関する認識の乖離があった

こと等が明らかになった． 

しかし郵送調査の基礎分析では応急修理制度の利用有

無に焦点を当て分析を行ったため，取り壊し建て替えか，

補修かの住民の再建方法の選択の意向については把握で

きていない．また，住民へのインタビュー調査から修理

に関して一切検討しなかった世帯が多く存在したことか

ら，住民の住宅を取り壊して建て替えるか，改築・補修

するかの住宅復旧選択の意向やその意思決定に関わる要

因を分析することは，制度の利用実態を明らかにする上

で重要である．  

また住民へのインタビュー調査から震災当時の行政職

員の対応に関する不満の声が聞かれ，役場へのインタビ

ュー調査から完了期限の設定や業者不足等の問題から制

度の運用を円滑に行うことは困難だったという声が聞か

れた．しかし各市町村に情報の伝達や運用業務の指導等，

応急修理制度の運用を行う上で重要な役割を担う熊本県

へのインタビュー調査はまだ実施していない．そこで本

研究では以下の二点を目的とする． 

(1) 住民の住まいの復旧選択の実態を明らかにする． 
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(2) 熊本地震において熊本県が応急修理制度の運用を

行った際に生じた課題やその実態，また熊本地震におい

て初めて半壊世帯を仮設住宅入居可能とした経緯や背景，

応急修理制度の数回にわたった完了期限の延長の経緯に

ついて明らかにする． 

研究方法として，まず，2017年 7月に益城町が実施し

た郵送調査のデータから住民の住宅復旧選択の実態を集

計的に整理する．この調査は，半壊以上の被害を受けた

町内全世帯を対象に実施されたものである．次に，熊本

県へインタビュー調査を実施し，国と制度に関してどの

ような協議がされてきたのか，どのようなプロセスで業

務を実施していったのか等，行政側の制度運用に係る実

態や課題を明らかにする． 

 

 (2)  既存研究のレビューと本研究の位置づけ 

被災者の災害後における住まいの選択に着目し，その

選択の意思決定に影響を与える要因を明らかにした研究

には様々なものがある．木村ら 3)は阪神淡路大震災，中

越地震，中越沖地震の 3つの災害における社会調査結果

を分析し，「すまい」「被災者・被災地全体の生活再建

過程」について比較し，その特殊性・一般性について論

じている．ここでは断続的な余震が人々の避難と居住地

選択行動に大きな影響を与えていたこと，災害の規模や

様相が違っても，復旧・復興過程の大まかなパターンは

類似しており，一般性が見られることを明らかにしてい

る． 青砥ら 4)は中越地震において被災した中山間集落に

着目し，住民へのヒアリング調査から「集落の気象・立

地条件の悪さ」，「地震の影響による集落に居住するメ

リットの喪失」，「行政の住宅関連事業」の 3つが震災

後の集落外への移転要因となっていることを明らかにし

た． 

また，村上ら 5)は鳥取県西部地震において被災した住

宅を取り壊して建て替えるか，改築・補修するかの 2つ

の住宅の復旧選択に着目し，地域別の資料やアンケート

調査からその意思決定に関わる要因を分析している．こ

こで復旧方法の選択には住宅の構造的被災度より罹災判

定の影響が大きく，また有識世帯が年金世帯より建て替

え率が高いこと，古い住宅群での建て替え率が高いこと

を明らかにしている．渡邊ら 6)は熊本地震において益城

町応急仮設住宅の全世帯を対象とした聞き取り調査から

復興初期における住まいの意向を把握し，その結果を基

に仮設住宅居住者の居住地選択意向モデルを構築し，総

合的な分析を行っている．居住年数や世帯構成等が自宅

再建や災害公営住宅への意向に影響を与えることを明ら

かにしている．しかしここでは住まい選択の中でも自宅

再建，修理再建の住宅の復旧方法の選択に絞った分析は

されていない．よって熊本地震において益城町を対象に

住宅の建て替えか補修かの復旧方法の選択に着目してい

る点に本研究の特色がある． 

また応急修理制度に限らず過去の災害における住宅再

建支援に着目した研究は多くなされている．例えば，

2000 年 10 月の鳥取県西部地震における県独自の住宅復

興補助金を被災者・自治体・建設業者の視点から評価を

行ったもの 7)，2004年10月の新潟県中越地震において生

活再建支援業務上発生していた課題を整理するとともに，

その課題を解決する情報システムの外部設計，その運用

の在り方を提示した研究 8)がある．また，複数の災害に

おける住宅再建支援策を比較したものには，鳥取県西部

地震と新潟県中越地震の比較 9)等がある．したがって，

本研究は熊本地震を対象として住宅再建支援の中でも応

急修理制度に着目し，熊本県へのインタビュー調査から

熊本地震において制度運用上生じた課題や様々な制度変

更の経緯やその背景を明らかにする位置づけにある． 

本論文では，まず 2章で応急修理制度の概要と熊本地

震における運用状況を整理し， 3章で 2017年 7月に益城

町が実施した郵送調査データの分析を行う．次に 4章で，

行政へのヒアリングの内容を整理し，5 章でインタビュ

ー調査から応急修理制度の改善に向けての知見の整理を

試みる． 

 

2.  応急修理制度の概要と熊本地震での運用状況 

 

(1) 応急修理制度概要と過去の事例 

住宅の応急修理制度とは，災害救助法に基づき「災害

のため住居が半壊，半焼の被害を受け，そのままでは居

住できない場合であって，応急的に修理すれば居住可能

となり，かつ，その者の資力が乏しい場合に，自治体が

必要最小限度の修理を行う制度」と定義されている 10)．  

制度を利用する住民は，限度額の範囲で行政から応

急修理における費用の支援を受け，居住する住宅におい

て被害を受けた箇所の修理を行う．限度額を超える範囲

の修理費に関しては自己負担となる．また応急修理制度

にかかる修理工事の完了期限は災害発生から1か月以内

とされている．過去の震災では，国や県が震災の被災状

況に応じて対象世帯要件の緩和や修理範囲の拡大，手続

きの簡素化等を行ってきた．その具体的な内容や取り組

みを以下の表-1に示す． 

阪神淡路大震災では，住民に対する制度内容の周知不

足が指摘され，また，行政が申請者と建築業者の間をう

まく取り持つことができず，工事着工に長い期間を要し

たという報告 12)がある．新潟県中越地震では，業者不足

と積雪期により地元業者の負担が大きかったことから，

災害救助法に定められている発災日から 1か月での工事

完了は困難であったことが指摘 13)されている．また，東

日本大震災では，応急修理制度の申請から工事完了まで

に数ヵ月もの長い期間を要したことが問題とされた．そ
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の要因として，応急修理を担う建設業者の不足や建材工

場が被災した影響による資材不足などがあげられた 14) 15)． 

 

(2)  熊本地震における益城町での運用状況 

熊本地震で震源となった益城町では住家が甚大な被害

を受け，全住宅のうち半数以上となる6,259棟が半壊以

上の損傷を受けた（全壊：3,026棟，大規模半壊：791棟，

半壊：2,442棟）16)．熊本地震の益城町における応急修理

制度と応急仮設住宅の状況経過を表-2に示す． 

熊本県は発災から11日後の4月25日に制度実施要領が策

定し，実際に益城町で申込要項が初めて公表されたのは

発災から1か月以上後の5月24日である．限度額は57.6万

円である．従来は半壊の場合，所得により制度利用が制

限されていたが，熊本地震では，半壊世帯において所得

要件が廃止された．また，応急修理制度の利用要件とし

て「応急仮設住宅を利用しないこと」があるが，熊本地

震では，6月26日に半壊世帯まで含めた仮設住宅対象世

帯の拡大が行われた．半壊世帯は仮設住宅へ入居する

か，それとも制度を利用するかの判断が必要となってい

る．また，工事完了期限は最終的に発災から3年後の

2019年3月13日に設定された．表-1の過去の例と比較し

て長期化していることがわかる．益城町における2017年

11月時点での応急修理の受付合計件数は2,258件でそのう

ち完了件数は2,014件，未完了件数は244件であり工事完

了率は89.2％である(2)． 

 

3. 郵送調査による復旧方法選択の実態分析 

 

ここでは益城町における住宅の建て替え，補修の選択

意向の実態について分析を行う．ここでは益城町が2017

年 7月に住民を対象に実施した「第 2回益城町今後のお

住まいの意向等に関するアンケート調査（以下，住まい

の意向調査）」の結果を用いる(3)．実施された調査の概

要を表-3に示す．なお，本研究で用いる住まいの意向調

査のデータは，最終締切後に回収されたサンプルまで含

んでおり，益城町の各種委員会に提出された資料とはサ

ンプルサイズが異なることに留意されたい． 

 

(1) 住まいの意向調査による基礎分析  

 本節では住まいの意向調査で得られたデータの基礎

分析を行い，益城町の持家世帯において，住宅の取り壊

し建て替えか，補修かの意向状況を把握する．そしてそ

れらの意向に影響を与える要因を明らかにする．以降は

住宅の再建方法の選択を自分の意思で行える持家世帯の

計4,302世帯に対象を絞る． 

a) 罹災判定別の今後の住まいの意向 

図-1に罹災判定別の今後の住まいの意向を示す．また， 

図-2に罹災判定別に自宅再建を行うか修理再建を行うか

2 つの再建方法の関係を示す．調査の対象となる住宅の

被災状況は，全壊，大規模半壊，半壊のいずれかである． 

 被害程度が下がるにつれて自宅再建の意向を持つ世帯

の割合が下がり，修理再建の意向を持つ世帯の割合が上

がっている．村上ら5)も同様に鳥取県西部地震において

住民へのアンケート調査から被害程度が下がるにつれて

新築（建て替え）の割合が下がり，補修の割合が増す傾 

 

表-1 過去の震災時における応急修理制度実施内容 
過去の震災 阪神淡路大震災 新潟県中越地震 東日本大震災 

発災年月日 
1995年1月17

日 
2004年10月23日 

2011年3月11
日 

対象要件の緩
和 

・震災で失業し
た者も対象とす
る 
・借家も対象 

・限度額引き上げ 
・恒久修理も含む 

・マンションの
共有部分にも適
用 

その他の 
取り組み 

実施期間の延長
と限度額の引き
上げを県が内閣
府 に 要 望 
→期間の延長の
み認められる 

県独自の被災者住
宅応急修理事業補
助金創設 

市町村の応急修
理業者の指定を
行わず，「地域
以外の業者」も
広く参入可能に
した 

限度額 29万5千円 51万9千円 
→60万円 

52万円 

工事完了日 
(発災後の日数) 

1995年7月31
日 

(195日) 

2005年3月31日 
(159日) 

2011年9月10
日 

(385日) 

出典：国土交通省四国地方整備局11) 

 

表-2 熊本地震における益城町の応急修理制度と応急仮設住宅

に関する情報提供状況 

出典：熊本県へのヒアリング(1)，益城町ホームページより作成 

年月日 内容 

2016年 

4月14日 

熊本地震 前震発生  

4月16日本震発生 

4月25日 熊本県が応急修理制度実施要領策定 

①原則，半壊又は大規模半壊の被害を受けたこと 

※ただし全壊の場合でも，応急修理をすることによ

り居住が可能である場合は対象に含まれる 

②応急修理を行うことによって，避難所等への避難を

要しなくなると見込まれること 

③応急仮設住宅を利用しないこと 

限度額：57万6千円 

5月10日 熊本県が応急修理工事の完了期限延長 

  (5月13日→7月13日) 

5月21日 応急仮設住宅応募の受付開始 

・対象：全壊，大規模半壊 (半壊含まず) 

「広報ましき災害臨時号 No.9」掲載 

5月24日 応急修理制度申込要項を 

「広報ましき災害臨時号 No.10」に初めて掲載 

5月24日 応急修理の実施要領改正 

熊本県が実施要領の一部改正 

①所得要件の廃止 

②世帯の収入の状況，修理を実施する資力が不足する

理由を記入した申請書の提出 

6月8日 熊本県が応急修理工事の完了期限を再延長 

(7月13日→12月13日) 

6月24日 応急修理の実施要領改正 

熊本県が修理対象拡大（住まいと同じ敷地内にあり，

住家と一体的に利用されてきた納屋・倉庫等に係る修

理を応急修理の対象とする）. 

6月26日 応急仮設住宅の第二次募集（対象を半壊に拡大） 

「広報ましき災害臨時号No.14 」掲載 

9月27日 応急修理の実施要領改正 

熊本県が受付期限を2017年4月13日に設定 

2017年 

12月18日 

応急修理の実施要領改正 

熊本県が工事完了期限を2019年3月13日に設定 
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表-3 第2回益城町今後のお住いの意向等に関する 

アンケート調査概要 

 

向にあることを示し，建物の被害程度が復旧の意思決定

に大きな影響を与えていることを明らかにしている．し

かし図-1，図-2において，全壊，大規模半壊の世帯と比 

べて住宅の修理がしやすいと考えられる半壊世帯でも自

宅再建の意向を持っている世帯の存在が確認できる．こ

れは，罹災証明の分類指標では各住家の被災程度の詳細

までは把握しきれず，半壊世帯の中には修理を行えない

ような深刻な被害を受けた世帯も存在することが一因と

考えられる．また，村上ら5)は鳥取県西部地震において

罹災証明で「全壊」と判定された世帯の中には自治体か

ら被災者への説明不足により被災者が「修復不能」と解

釈し，修理可能だった家屋が取り壊されていたことを示

している．したがって，鳥取県西部地震と同様，熊本地

震においても罹災証明による被害程度だけでは自宅の復

旧選択が決まらない様子が伺われる．  

b)  世帯構成別 

図-3に世帯構成別の今後の住まいの意向を示す．ここ

では， 20歳未満を子供，20歳から64歳を現役，65歳以上

を高齢とする． 

単身世帯，二人暮らし世帯，二世代世帯においてそれ

ぞれ高齢者を含む世帯の方が自宅再建ではなく修理再建

の意向を持つ傾向が見られる．これは現役の人を含む世

帯の方が世帯収入が高く，金銭面を考慮したとき将来的

に自宅再建が可能な世帯が多く存在するためだと考えら

れる．また，特に現役単身世帯において自宅再建の意向

を持つ世帯の割合が高く，修理再建の意向を持つ世帯の

割合が他の世帯よりも低くなっている．図-4は世帯構成

別に自宅再建を行うか修理再建を行うか2つの再建方法

の関係を表したものであるが，その特徴は明らかである．

村上ら5)は鳥取県西部地震において有識者は無職・年金

世帯に比べ，建て替え率が高くなることを示している． 

 

4. 行政担当者へのヒアリング 

 

筆者らは熊本地震において発災から現在に至るまで応

急修理制度の業務がどのように行われてきたのかそのプ 

 

図-1 罹災判定別今後の住まいの意向 

 

 

図-2 罹災判定別再建方法の割合 

 

 
図-3 世帯構成別今後の住まいの意向 

 

 
図-4 世帯構成別再建方法の割合 
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調査主体 益城町 

目  的 

益城町における住宅自力再建支援策の検討，災害公

営住宅等の供給等に向け，被災世帯の住まいの再建

方法や予定時期を把握する． 

対  象 
熊本地震により益城町内で被災した世帯のうち，半

壊以上の世帯 

調査期間 2017年7月3日から7月31日 

調査方式 郵送配布/回収形式  

配布世帯数 7,284票（うち応急仮設住宅：1,463票） 

回収数 5,210票（うち応急仮設住宅：1,364票） 

回収率 71.5%（うち応急仮設住宅：93.2％） 
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ロセスと当時の状況を把握するため2018年6月22日に熊

本県庁で当時応急修理制度を担当した職員にヒアリング 

を行った．主な質問項目は熊本地震における応急修理制 

度業務の流れ，半壊世帯に係る要件緩和の経緯，制度運

用上生じた課題やその改善点，等である．ヒアリングで

聞かれた内容について以下にまとめる． 

 

(1) 応急修理制度運用業務 

 熊本地震発生後，職員は災害救助法に関してその内容

を十分に把握していなかったため最初に災害救助法とは

何か勉強する必要があった．そのため職員を対象として

災害救助法に関する研修が制度運用を行う前に実施され

た．その後実際の制度運用に向け実施要領の作成に取り

掛かった．具体的には内閣府が指定している災害救助法

の事務取扱要領17)のサンプルを基にその手順に従って作

成された．最初の実施要領が策定されたのは4月25日で

ある．またその後の制度運用開始，申込時期は市町村ご

とに異なり，窓口が開設されるなど準備が整えられた市

町村から運用が開始された． 

 実際に制度の運用が開始されると，県の主な業務は各

市町村から伝えられた被災状況を基に国と協議を行いな

がら完了期限の延長期限を決定することである．また，

災害救助法における制度上の実施主体は都道府県である

が，実務上市町村が主体で行うことがあるため(4)，市町

村からの応急修理に関する事務の相談にも対応していた．

基本的には電話による対応だったが，県から各市町村に

職員を派遣して対応することもあった．県のこれら全て

の業務は災害救助の運用と実務18)に則り，一つ一つ解釈

の仕方を国と確認しながら進められた．そこに記載され

ている基準で対応できない部分に関しては国に要望書を

提出する等して対応された． 

 熊本地震では完了期限が3回延長され，発災から1か月

後の2016年5月13日が本来制度上規定された完了期限で

あったが最終的に発災から約3年後の2019年3月13日まで

完了期限が延長された．1回目の延長は住民や職員共に

混乱状態であったため国と電話協議を行い一時的に7月

まで2か月延長するという形で決定された．2回目以降は

正式な協議書を提出しながら期限延長の決定を行った． 

その後，最後の完了期限の延長が行われ，2019年3月13

日が完了期限となった．1回目，2回目の時点で完了期限

を大幅に延長しなかった理由は，発災当初住宅被害の規

模を詳細に把握できず，罹災証明の全容が見えなかった

ためである． 

 
(2) 半壊世帯に係る要件緩和の経緯 

熊本地震では半壊の世帯に対して様々な要件の緩和が

行われた．具体的には，公費解体が可能になったこと，

仮設住宅への入居が可能になったこと，応急修理制度に

おいて半壊世帯に従来設けられていた所得要件が廃止さ

れたことである．これらは全て県から国へ要望書が提出

され実現したものである． 

熊本地震により，長期避難世帯や危険地帯，阿蘇の山

間部等危険な地域でそこに住むことのできない世帯が多

く発生した．また半壊でも住める状況ではない世帯も同

様に発生した．よってこれらの世帯は全壊で自宅に住め

ない世帯と同じであるという判断から県から国へ要望書

が提出され，半壊でも公費解体が認められた．その後，

半壊まで公費解体が認められたことにより，半壊で公費

解体を行う世帯が増えた．しかし，本来半壊の世帯は仮

設住宅への入居対象に含まれていないため，公費解体を

行ったこれらの世帯は自宅解体後の住まいの確保が難し

い．そこで県は新たに国に対して，長期的に避難が必要

な世帯，半壊であっても自宅の損傷具合で住むことが困

難な世帯を仮設住宅の入居対象となるよう要望書を提出

し，協議の結果認められた．また，応急修理制度におけ

る半壊世帯の所得要件の廃止もこのような世帯の存在が

あったことから県から国へ要望書が提出され，実現した． 

 

(3) 熊本地震における制度運用上生じた課題 

熊本地震における大きな問題の一つとして制度の運用

が円滑かつ効率的に進められなかったことが挙げられる．  

その要因の一つは平時から行政職員に対して災害救助法

に関する周知が十分に行われていなかったことである．

発災以前から年に一度災害救助法に関する講義は実施し

ていたものの完全に理解できていた職員は少なく，改め

て発災後に研修を行う必要があった．そのため実際の制

度運用に取り掛かかるまでに時間がかかった．  

また災害救助法に基づく応急修理制度は限度額の範囲

内で必要最小限の現物給付が原則とされており，市町村

は業者の選定から工事の発注，経費の支払いに加えて必

要書類の作成を行う必要があった．そのため市町村は多

様かつ大量の事務をこなす必要があり，これは制度運用

をスムーズに行えなかった要因の一つとなった．県はこ

のような当時の状況を受け，国に対し現物給付制度に対

する見直し等の要望も出していた．また市町村の事務の

中でも申し込みのあった住民に対し業者の手配を行うと

いう業者の選定が特に大きな負担となっていた．そこで

本来の制度としては市町村が業者の選定を行うが，住民

が業者に直接依頼し見積もりを取り，市町村でそれが適

正かどうか判断したうえで業者と契約を結ぶという方法

も熊本地震では可能となった． 

また，熊本地震では半壊世帯が公費解体の対象に含ま

れたこと，仮設住宅への入居が可能になったこと等が応

急修理制度利用の意向又は住宅修理の意向を弱めた最大

の要因だと考えられる．特に公費解体の対象世帯の拡大

が半壊世帯の意思決定に与える影響は大きかった． 
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5. ヒアリング調査のまとめ及び考察 

 

ここでは 4章のヒアリングで明らかになった熊本地震

における制度運用の実態や課題を過去の震災との比較を

交えながら整理する．  

 

(1) 行政職員に対する応急修理制度の周知不足 

インタビュー調査で平時から行政職員に対する応急修

理制度の周知が十分に行われていなかったことが制度運

用を円滑に行うことができなかった要因の一つとして明

らかになった．実際に表-2より熊本地震では 5月 24日

に応急修理制度申込要項を「広報ましき災害臨時号 

No.10」に初めて掲載しており， これは発災から約 1か

月後の本来であれば応急修理制度に係る工事を全て完了

しているべき時期である．また，発災以前から年に一度

災害救助法に関する講義を実施していたにもかかわら

ず，発災後再び研修を行う必要があったことから職員に

対して平時から制度の周知を徹底して行うことの重要性

が確認できる．  

 

(2) 完了期限の設定の難しさ 

インタビュー調査から熊本地震における応急修理制度

の完了期限設定の経緯が明らかになり，3回にわたる期

限の延長から適切な完了期限の設定の難しさが伺われ

た．しかし被災者は迅速な住まいの選択が求められるた

め早期の完了期限や申請期限の設定は重要である．重川

ら 19)は過去の震災から数回にわたる期限の延長が被災者

の住まいへの意思決定を妨げたことを報告している．し

たがって今後は応急修理制度に係る期限設定の方法の見

直しを行うことも必要と考えられる． 

 

(3) 応急修理制度に係る業者の選定 

インタビュー調査から市町村の応急修理制度に係る事

務の中でも業者の選定が特に大きな負担となっていたこ

とが明らかになった．また，熊本地震において業者不足

等の問題もあった 2)ことから業者の選定を平時から行う

ことは制度の運用をスムーズに行う上で特に重要であ

る．そのためには行政職員だけでなく業者に対しても平

時から制度の周知を行うことが大切である． 

 

(4)  半壊世帯に係る要件緩和の影響 

インタビュー調査から熊本地震において半壊世帯に対

して様々な制度の要件が緩和されるに至った経緯につい

て明らかになった．熊本地震において半壊世帯を対象と

したこれらの要件の緩和は，長期的に避難が必要な世帯

や半壊であっても自宅の損傷具合で住むことが困難な世

帯にとって生活再建に向けた大切な一助となったと考え

られる．しかしこれらの要件の緩和で，修理が可能だっ

た住宅が取り壊され，住み続けることができた住家が失

われていた可能性がある．過去の例では，牧ら20)や吉川

ら21)は阪神淡路大震災において公費解体によって修理可

能だった多くの住居が取り壊されたと報告している． 

したがって熊本地震では公費解体，仮設住宅への入居

等，半壊世帯に係る要件の緩和が多くなされたことが修

理が可能だった世帯が自宅の修理をあきらめ，取り壊し

の意思決定を行うことに大きく影響を与えた可能性が高

いと考えられる． 

 

(5)  中越地震の再建支援制度との比較 

 新潟県中越地震では，国制度である応急修理制度と被

災者生活再建支援制度それぞれに上乗せとして県独自の

制度(3)が設定された．このため，修理再建を希望する半

壊世帯は国制度と県制度のうち利用できる制度を組み合

わせることで多くの助成を受けることができた．しかし，

国制度の所得制限により制度を利用できなかった世帯が

いたこと等が報告されている．一方，熊本地震では応急

修理制度において半壊世帯の所得制限が廃止されたが，

被災者生活再建支援制度に自宅の解体を伴わない半壊世

帯は対象に含まれていない．また，当時熊本県は住民が

応急修理制度に迅速に取り掛かれるようにすることを重

視しており，中越地震のような県独自の上乗せの制度に

関する検討は行わなかったとインタビュー調査で聞かれ

た．よって熊本地震では修理再建を希望する半壊世帯は

国制度の応急修理制度の利用に限られ，助成の上乗せと

して他の支援制度と合わせた利用ができなかったことが

特徴としてあげられる． 

 

(6) 現物給付の問題 

インタビュー調査から制度運用上の問題として応急修

理制度は災害救助法に基づく現物給付制度であることか

ら市町村が請け負う事務の量は特に多く，多大な労力が

必要であったことが挙げられた．この課題に対する解決

策としては，制度内容の変更を行うことが考えられる．

しかし，一般的に災害救助法のような法律の改正を短期

間で行うことは容易ではない．また，震災時の状況は個

別的で様々に異なるため法律で全て柔軟に対応すること

は難しいと考えられる．したがって震災ごとに状況に応

じて迅速に県が独自に制度や施策を新たに設けることが

重要である．また，その際単に補助金にするのではなく

支援金や他の制度等全体的なバランスを考慮しながら制

度や施策の設定を行う必要がある． 

 

6. 本研究のまとめ 

 

本研究における成果を以下に示す．郵送調査の分析，

行政へのヒアリングから住民の再建方法の選択の意思決
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定や応急修理制度の運用に関する以下の実態や課題を明

らかにした． 

 郵送調査の分析から，住宅の被害程度だけではな

く世帯構成等も住宅の再建方法の選択の意思決定

に影響を与えることがわかった．具体的には現役

単身世帯が自宅を取り壊し再建するという意向を

持ちやすいという傾向が見られた． 

 制度の運用が円滑に行われなかった要因として平

時から行政職員へ制度に関する周知や業者の選定

が十分に行われていなかったことが明らかになっ

た． 

 熊本地震では震災後すぐに住宅被害の全容が明ら

かにならなかったため完了期限を数回にわたって

延長する必要があった． 

 熊本地震ではあらゆる制度の半壊世帯に対する要

件緩和が重なったこと，またそれに加えて中越地

震時のような県独自の応急修理制度を補助するよ

うな制度が策定されなかったこと等が修理が可能

だった世帯の住宅取り壊しの意向を強めた可能性

がある． 

 応急修理制度自体が現物給付であることで市町村

の事務負担が大きく，制度の運用を円滑に行うこ

とが難しかったことが明らかになった． 

 

今後の課題として以下を挙げる 

 応急修理制度の利用世帯の実態の詳細な調査分析 

 益城町以外の市町村へ調査対象を拡大 

 建設業者等へのヒアリングを実施し，より多角的

な実態を整理 
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 ご多忙のところ，ヒアリングに対応いただいた熊本県，

益城町職員の皆様に感謝いたします．ただし，本稿に含
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補注 

(1) 2018年4月 13日の熊本県健康福祉政策課村中様のヒア

リングによる． 

(2) 2017年12月7日の益城町役場へのヒアリングによる． 

(3) 第 2回郵送調査のデータ使用にあたっては，回答デー

タから住所，氏名等の個人 情報を削除し，個人が特定

されないデータとして提供を受けた．加えて，本稿で 

も個人が特定されない集計データの形で分析結果を紹

介している．また，提供さ れたデータは熊本大学情報

セキュリティポリシーに基づいて適切な管理を行い， 

分析を行った． 

(4) 避難所の設置等，都道府県で全てを行うことが困難な

救助種目もあり，そのような場合には市町村が当該救

助を行うことができる． 
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